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日次終値 
200日移動平均 

国 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

日経平均株価 19,590 -1.5% 6.3% 2.5%
東証株価指数（TOPIX） 1,559 -1.3 6.0 2.7
東証REIT指数 1,757 -0.2 -0.1 -5.3
米ダウ平均株価 20,804 -0.4 2.0 5.3
米S&P500指数 2,381 -0.4 1.9 6.4
米MSCI REIT指数 1,137 1.1 -3.9 -0.8
MSCI ワールド（先進国） 1,894 0.1 3.3 8.2
MSCI AC欧州 456 1.4 8.3 14.2
MSCI エマージング 995 -0.7 4.5 15.5
MSCI ACアジア（日本を除く） 609 0.2 5.7 18.5
外国為替市場（対円）

通貨 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

米ドル 111.26 -1.9% 2.2% -4.9%
ユーロ 124.69 0.6 6.9 1.4
豪ドル 83.00 -0.9 1.7 -1.4
ニュージーランド・ドル 77.04 -1.0 1.1 -4.9
ブラジル・レアル 34.18 -5.8 -1.0 -4.9
メキシコ・ペソ 5.94 -1.3 2.9 5.3
トルコ・リラ 31.16 -1.6 5.2 -6.9
南アフリカ・ランド 8.41 -0.9 2.5 -1.4
中国人民元 16.18 -1.4 2.2 -3.7
インドネシア・ルピア (x100) 0.84 -1.8 2.2 -3.8
国債市場（利回り、%）

国 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

米国10年 2.23 -0.09 0.02 -0.21
ドイツ10年 0.37 -0.02 0.17 0.16
日本10年 0.04 -0.01 0.03 -0.01
ブラジル2年 10.19 1.11 0.70 -0.84
メキシコ2年 7.02 0.01 0.22 0.24
トルコ2年 11.45 -0.02 0.13 0.82
インドネシア2年 6.67 -0.06 0.05 -0.80
その他

商品 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

金先物（ﾆｭｰﾖｰｸ、期近物） 1,253 2.1% -2.3% 8.8%
原油先物（ﾆｭｰﾖｰｸ、期近物） 50 5.2% -0.2% -6.3%
VIXボラティリティ指数 12.0 15.8% -19.4% -14.2%
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日次終値 
200日移動平均 

日経平均株価の推移 
（円、2016年6月1日~2017年5月19日） 

ドル・円相場の推移 
（1ドル=円、2016年6月1日~2017年5月19日） 

米国2年国債・10年国債利回りの推移 
（2016年6月1日~2017年5月19日） 

Q. 先週の主なイベントは？ 
• 5月15日        中国：4月鉱工業生産（前年比）、実績+6.5% 
• 5月16日    米国：4月鉱工業生産（前月比）、実績+1.0% 
• 5月18日        日本：17年1-3月期実質GDP成長率（前期比年率）、 
                実績+2.2%、16年10-12月期+1.4%  
Q. 先週の日本株式市場の動きは？ 
下落。トランプ米政権とロシアとの不透明な関係を巡る疑惑、「ロシアゲート」
の影響で、円高が進んだことなどが背景。トランプ関連銘柄として注目され
ていた金融株や、円高の悪影響を受けやすい輸出関連株などが売られた。 
Q. 今週の主なイベントは？ 
• 5月23日        ユーロ圏:5月Markit製造業PMI速報値、市場予想56.5 
                   （同）     サービス業PMI速報値、市場予想56.4 
• 5月23日        米国:5月Markit製造業PMI速報値、市場予想53.1 
                   （同）  サービス業PMI速報値、市場予想53.3  
• 5月23日    米国：2018会計年度の予算教書を議会に提出予定 
• 5月25日    石油輸出国機構（OPEC）総会（ウィーン） 
• 5月26-27日  主要7ヵ国（G7）首脳会議（イタリア・タオルミナ） 
Q. フランス大統領選挙の次は、イタリアの政治動向に要注意？ 
今月7日の仏大統領選挙（決選投票）で、マクロン氏が勝利したことから、欧
州政治の不透明感が後退した。また、来月に実施される仏国民議会(下院)
選挙でも、反欧州連合（EU）などを掲げる『国民戦線』が第1党となる可能性
は極めて低いと見られていることから、ユーロや欧州株式が買われている。 
フランスが「親EU」を選択したという安心材料がある一方、今後は、「イタリア
がユーロやEUから離脱する（＝Italexit）」リスクに注意すべきと考える。 
【イタリアの政治動向】 足元の世論調査によれば、反ユーロを掲げる『五つ
星運動』の支持率が首位となっているほか、昨年秋に実施された調査では、
ユーロ（注：EUではない）を支持する人の割合が50%を下回ったことも判明し
ている。このようなイタリアの政治リスクが今後マーケットに与える影響を見
通す上で、次の3つ点に注目したい。 
• ①解散総選挙の時期：『五つ星運動』を率いるグリッロ氏は、来年春の議

会の任期満了を待たずに、解散総選挙を実施するよう求めている模様。
反ユーロや急進派政党の支持が高い状況下で選挙が早期に実施されれ
ば、同国の政治リスクが強く意識される可能性があり、注意が必要と考え
る。ただし、議会の解散権をもつマッタレッラ大統領は、現行の選挙法が
改正された後に選挙を実施すべきとの姿勢を貫いており、この改正には
時間を要すると見られていることが、市場の安心材料となっている。 

• ②「政党連合」の動向：足元の支持率が10%を超える4つの政党のうち、3
つが反ユーロを掲げていることから、今後の各政党の連携に注目が集ま
ると見ている。現時点では、支持率トップで反ユーロを掲げる『五つ星運
動』が既存政党との連立を拒否していることから、急進派政党が政権をと
るリスクは低いと見られているものの、予断を許さない状況が続くと見る。 

• ③来月の地方選挙：議会選挙の動向を見る上で重要な政治イベントであ
り、注目したい。仮に、『五つ星運動』などの急進派政党が躍進すれば、足
元のユーロ高や欧州株高の流れに水を差す可能性があると見ている。 
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